
 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

7 月 18 日（水）、鈴木 秀生（すずき ひでお）外務省地球規模課題審議官

に対し、平成 31 年度概算要求および税制改正に関わる政策要請を行い、  

航空券連帯税の導入に反対の意向を強く伝えました。 
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左から）鈴木審議官、島会長 

 
 
●航空券連帯税の導入には反対 
➢ 航空利用者のみが国際連帯税として財源を負担する仕組みは、受益と負担の関係が 

不明確であり、合理性に欠けており、導入すべきではない。 

➢ 観光立国実現の阻害要因となり得ることから導入すべきではない。 

●若年層等の海外渡航優遇施策の推進 
➢ 観光立国の実現には、国民一人ひとりの国際感覚を高めることが重要であり、諸外国と

の双方向の交流人口の拡大に向けた施策を従来以上に強く打ち出すべき。 

➢ 具体的には、若年層および旅行ゼロ回層の旅行需要を増大させるため、パスポート申請

費用の引き下げや旅券発給手続きを簡素化すべき。 

航空連合の要請内容【要旨】 


